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研究成果の概要：社会的正義の基本概念は、今日の社会的問題、公共的問題に解決策を示唆し

うるもの、また社会の歴史的・民主的発展に適合的な内実を備えたものであるべき点が明らか

にされた。さらに、社会的正義の諸要素間の論理的整合性を追及する一方で、政策理論の基礎

を与える組合せを、対象となる財・サービスごとに検討すべきことで合意が得られ、公共財・

準公共財・価値財などに関していくつかの試みがなされた。公開性、公正性、接近可能性が重

視される一方で、匿名性の処遇については意見が分かれた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,400,000 0 1,400,000 

2007 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度  

  年度  

総 計 3,500,000 630,000 4,130,000 

 
 
研究分野：理論経済学 
科研費の分科・細目：経済学・理論経済学 3601 
キーワード：社会的正義、政治経済学、実験、価値理念、制度 
 
１．研究開始当初の背景 
現実の経済問題を解明し、実行可能な政策を
立案する上で、経済学は必要不可欠である。
しかし、いかなる経済政策・公共政策・社会
政策であれ、その実施について考え、評価を
下す際には、個々の政策とは次元の異なる理
念（公正・正義）および制度（政策決定・実
施）という 2つの側面からの検討が欠かせな
い。ところが、政策の現場には体系的な規範
理論はないし、規範理論的研究の多くは、問
題解決の可能性を制約し決定する制度の分
析を軽視してきた。 
 新しい政治経済学の興隆とともに、わが国

においても、経済学研究に政治的要素を取り
込み、経済現象を広い観点から分析する試み
も増加してきたが、そうした理解に依拠した
経済問題の解決策を政治学、経済学、さらに
は新しい政治経済学が提示してきたとは言
えない。このような学問状況から、政策の基
礎理論のために実証分析と規範分析を真に
「融合」することが求められている。 
 
２．研究の目的 
社会的正義の一般理論の体系化を図ること
で新しい政治経済学の理論構築に貢献する
と同時に、社会的正義実現を目標とした「政



策学としての政治経済学」を構想し、政策課
題に対する明確な指針の提供を目指すこと
が本研究課題の目的である。言い換えれば、
本研究課題は経済学・政治学・法学の研究者
が協力して、社会的正義とは何か、その実現
のために何をなすべきか、また現実の制約の
下で何ができるかを考察し、経済政策・公共
政策・社会政策に規範的基礎づけを与えるこ
とを目的としている。そのために、社会的正
義が政治様々な政治経済制度・法制度・社会
制度の中にどのように埋め込まれているか
という制度設計に与える効果の分析と、制度
が時間の流れの中でいかに人々の思考に影
響し、社会的正義の理念を変容させていくか
の分析を行う。社会的正義の理念と制度につ
いての包括的な研究を、様々な研究領域を包
含した共同研究体制で追求する。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究の最大の特色は、経済学、政治学、
法学の研究者が一同に会して、共同研究を実
施することである。この研究の主たる目的は、
経済理論、経済思想、政治理論、政治哲学、
憲法、法哲学、日本政治思想史といった諸領
域の知見を生かし、社会的正義の政治経済学
の一般理論を目指すことだが、それによって
社会的正義実現のための望ましい制度とそ
の設計の過程についての洞察を得る。 
(2) 我々は社会的正義が人間生活の様々な場
面で言及され、それに基づいて評価されると
いう点を考慮し、市場取引のレベル、政治的
意思決定のレベル、社会制度のレベル、法制
度のレベル、様々な社会生活のレベルに分け、
各レベルで協力して基礎的原理とその作用
を析出する作業を行った。具体的な方法とし
ては、それぞれの問題に応じて規範理論（政
治哲学、法哲学、厚生経済学）、歴史理論（政
治思想史、経済思想史）、実験的方法（政治
経済学実験、ゲーム理論）を用いた。 
 
４．研究成果 
 いくつかの代表的な研究成果を紹介する。 
(1) 規範的研究 
①無知のベールに基づく正義原理の公理：正
義原理の導出プロセスとしての「無知のベー
ル」の役割に関する研究を進め、ローマーの
先行研究に対する批判的検討に基づき、ロー
ルズの「無知のベール」と整合的となる公理
が正当性を持つ環境について考察した。具体
的には、ローマーの「無知のベール」批判が
期待効用仮説に基づくのに対し、この仮説が
成立しない一般的な経済環境で正義原理を
導出する方法を提案した。 
②ベーシック・インカム制度を合理化する社
会的厚生関数の構成可能性：ベーシック・イ
ンカムとは、政府によってすべての社会構成
員に賦与される所得であり、(i)その個人が労

働市場に参入し就労する意欲を持っている
か否かに関わりなく、(ii)その個人が富者であ
るか貧困者であるかに関わりなく、(iii)その
個人が誰と住んでいるかに関わりなく、(iv)
その個人の居住地域がいずれかであるかに
関わりなく、支給されるものである。ベーシ
ック・インカム制度の規範的基準を提唱した
ヴァン・パレースによれば、｢公正な社会｣と
は自由な社会であり、個人的主権の下に、個
人がしたいと欲することは何であれ行う自
由を持つことである。それはまた、個人の権
利のみならず、実質的自由(選択可能な人生の
機会集合)をすべての個人にできるだけ多く
与えることが、自由な社会の条件である。そ
れは、さらに辞書的に優先順序をもって要請
される以下の 3 条件によって規定される。(i)
権利に関する安全保障の確立、(ii)(i)の制約下
で、個人の自己所有権の確立・確保、(iii)以
上の 2 条件の制約の下で、最大限可能な機会
の保証（機会集合のマキシミン配分）である。
ベーシック・インカム制度とは、「いかなる
市場活動を開始するにも有用な活動の実質
的機会」をマキシミン配分として賦与する経
済的資源配分メカニズムとして定義される。
このメカニズムの存在可能性を証明し、ベイ
シック・インカム制度の下で、所得再分配は
実質的自由の機会に関して最も不遇な個人
の状態を最大化させることを示した。 
③交渉問題における分配的正義：研究対象と
した分配的正義の諸基準は、対称性、連帯性、
そしてドゥオーキンによって提唱された｢責
任と補償の原理｣である。考察される交渉解
は、ナッシュ解、カライ=スモロディンスキ
ー解、平等主義解の 3 つである。これらの解
を分配的正義の諸基準の観点から公理主義
的に性能比較する作業を、以下の３つの交渉
問題クラスの下で行った。(i)通常の標準的な
凸かつ閉包括的な効用可能性集合のクラス、
(ii)閉包括的だが、一般に非凸な交渉問題から
なるクラス、(iii)効用可能性集合の背後にあ
る経済環境のクラス、である。得られた結果
は、第 1 に、3 つの交渉解の主要な性能の違
いを特徴づける公理間の代替的関係は、考察
する交渉問題のクラスに依存して変わりう
るということである。第 2 に、伝統的な厚生
主義的交渉問題の枠組みの中で、分配的正義
の基準を対称性と連帯性の二つの観点から
考える限り、平等主義解が最も望ましい。(iii)
経済環境の下で対称性原理と｢責任の原理｣
および｢補償の原理｣の 3つで分配的正義を考
察するならば、平等主義解は｢責任の原理｣を
満たしていないという点で必ずしもベスト
ではなく、ナッシュ解がもっとも望ましい。 
④アロー＝ダスグプタ経済におけるマキシ
ミン選択関数の特徴づけ：世代間の外部性と
有限の資源制約に服する経済で世代間衡平
性の 1つであるマキシミン原理の作動特性を



明らかにした。ロールズのマキシミン原理は、
世代間衡平性の有力な基準の 1つと見なされ
ているが、その直接的適用は特異な結果を生
む。すなわち、最初の世代（第 0 世代）が最
も不遇な立場におかれ、すべての世代に対し
ていかなる貯蓄も要求しない。ロールズ自身
は、世代間衡平性の問題に対するマキシミン
原理の直接的適用を否定して、それぞれの世
代がすぐ後の子孫が享受する消費に対して
利他的関心・共感を持っているという仮説の
採用を強く主張した。その帰結を追求したア
ロー、ダスグプタは、マキシミン原理がある
種の論理的な欠陥を保持していることを示
した。本研究では、彼らの動学的経済環境を
前提として、マキシミン原理を満たす社会的
選択関数によって選び出される最適経路が
いかに特徴づけられるかを、公理的な方法に
よって分析した。 
⑤公共性概念と公共財概念の階層構造と両
者の対応関係に関する考察：社会的正義の政
治経済学の一般理論を展開するために、社会
的正義の規範理論（規範的正義論）と社会的
正義の実証理論（実証的正義論）の体系化を
進めた。その際、社会的正義の原理を適用す
る対象の階層構造に注目し、それぞれの階層
で要求される社会的正義の原理の差異に注
目した。それらの階層は、財としての性質が
異なるし背後に存在する人々が持つ善の概
念、したがって人々のインセンティブや行動
準則も異なる。この考え方を市場システムに
適用すれば、以下のような主張を引き出すこ
とができる。第 1 に、市場で取引される私的
財の空間は、多層構造として理解される。第
2 に、公共財の空間も多層である。第 3 に、
市場は、公共財としてよく制御された制度を
前提とする。財の取引は、警察や国防、私的
所有権システムのような制度（公共財）があ
ってはじめて、スムーズに進む。第 4 に、公
共財の空間に市場を定住させるためのアン
カーが存在しないならば、市場原理は単独で
働くことになる。第 5 に、一般に、アンカー
の役割は平等主義やマキシミンその他の原
理によって果たされなければならない。なぜ
なら、純粋公共財の正義原理は平等な機会均
等、あるいはアクセス権の保障であるからで
ある。第 6 に、これらの原理は市場原理とは
しばしば対立する。我々は、より高度な水準
から原理間の対立を回避し調整するための
原理を追求しなければならない。 
(2) 歴史的・実証的研究 
社会福祉の概念と福祉国家の形成に関する
思想史的・制度史的研究：1920 年代の長期
停滞と 30 年代の大恐慌を経て、第 2 次世界
大戦中には、経済学において再分配をめぐる
合意が形成されるようになった。福祉国家の
建設に最も力のあったベヴァリッジは、当初
は労働市場の機能不全を失業の原因と考え

ていたが、30 年代の後半になると総需要の不
足がその原因であると考えるようになり、ケ
インズと協力しながら福祉国家建設の設計
図を描くに至った。1930 年代における新厚
生経済学の台頭は再分配をめぐる経済学者
の合意を突き崩すことはなく、40 年代から進
行する福祉国家建設の妨げにはならなかっ
た。むしろ、新厚生経済学者たちは再分配を
伴う場合に政策評価を行うための基準を作
成することに専念したし、ベヴァレッジにも
協力的であった。この時代にあっては、デモ
クラシーと再分配を基本とする福祉国家に
懐疑的であった論者でも、それらを前提とし
て議論していた。このような社会福祉の概念
の確立と福祉国家の形成への合意という大
きな変化が生じた理由は、第 1 に限界分析の
発達である。それによって再分配が経済全体
の利益を増大させることが示され、再分配政
策に大きな理論的基礎を与えることになっ
た。第 2 に、デモクラシーそのものの進展で
ある。参政権の拡大は低所得層の政治参加で
あり、再分配政策への支持は必然的に大きく
なる。第 3 に、長期の経済危機の中で「豊富
の中の貧困」が改めて認識されるようになり、
政府への期待が高まったことが挙げられる。
現実の経済状況の変化、新しい経済学の誕生
と思想上の変化、それに伴う政策の変化とが
あいまって、福祉国家の形成が進行していっ
たといえる。 
(3) 実験による研究 
①共有資源ゲームにおけるグループ形成の
研究：共有資源ゲームにおいて、被験者は初
期保有を共有資源の使用と消費財の購入に
振り分けることが要請される。独立に自己の
利得を最大化する際の到達点がナッシュ均
衡である。このゲームにグループの形成を持
ち込んだ新しいゲーム（グループ形成ゲー
ム）では、被験者はグループを形成すること
ができ、グループ内の合意がメンバーの行動
を拘束する。すなわち、グループ形成のため
に提案された行動プロファイル（メンバーの
共有資源利用ベクトル）が実行されるために
は、グループ・メンバーの全員一致が必要と
されるということである。提案が行われると
指定されたメンバーは受諾か拒否かを選択
する。1 人でも拒否すれば提案は廃棄され、
どの被験者も新たな提案をすることができ
るようになる。指定されたメンバーのすべて
が受諾を選択すればその提案は合意された
提案となる。合意された提案が実行に移され
る前に、指定されたメンバー以外の被験者に
は対立提案を提示する機会が与えられる。 
 共有資源ゲームとグループ形成ゲームを
比較することによって、どのような結果の違
いが生じるかを分析した。グループ形成ゲー
ムでは、最も頻繁に提案されたのは全体グル
ープであり、結果は効率的で対称的な配分と



なる。また、共有資源ゲームに比べてグルー
プ形成ゲームでは、効率性は大きく改善する。
これらのゲーム実験から示唆されるのは、共
有資源の利用に当たって生じると考えられ
る外部性をグループ形成によって内部化す
れば、効率的かつ公正な配分が実現可能にな
ることである。 
②正義感と利他的懲罰の関係に関する実験
と制度設計：実験では、これまでに作成した
価値感情指標と、それに基づいた被験者を分
類を用いた。価値感情指標の質問項目例とし
ては、「私はどんな状況でも、不正直なこと
はしたくない（公正自己）」、「人を批判する
前に、もし自分がその人であったならば、ど
う思うかと考えるようにしている（視点取
得）」、「テレビなどで虐げられている人や動
物などを見ると、悲しい気持ちになる（共
感）」、「人にだまされるのではないかといつ
も心配している必要はない（信頼用心）」、「ほ
とんどの人は信用できる（一般的信頼）」な
どがある。今回は、社会的ジレンマの解決と
価値感情の関係を分析した。実験プロセスは
2 つのステージからなる。第 1 ステージでは、
被験者に 5人のグループになってもらい贈り
物ゲームをしてもらう。第 2 ステージでは、
被験者に他者の意思決定を示し、その上で自
分にコストがかかっても他者を懲罰するか
どうかを見る。実験の結果は、第 1 ステージ
での協力率が 5 割程度で、第 2 ステージでの
他者の利得削減行動を採った者が 6 割程度、
そのうちの 2/3 はただ乗り者だけでなく協力
者からも利得削減した。これは、ただ乗り者
に対する懲罰より協力者へのいじわるの方
が相当に多いことを示している。実験から制
度設計に対して得られる含意は次の通り。第
1 に、戒めと報復という 2 種類の懲罰という
感情的インセンティブに注目する必要があ
る。第 2 に、共感と負の相関のあるいじわる
に注意しなければならない。 
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